
議

案

第

六

十

七

号 

  
 

 
港

区

幼

稚

園

教

育

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

日

、

休

暇

等

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

に

つ

い

て

 

  

令

和

五

年

八

月

二

十

一

日

 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

港

区

教

育

委

員

会
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港

区

幼

稚

園

教

育

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

日

、

休

暇

等

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る 

 
 

 

規

則

（

案

） 

 

港

区

幼

稚

園

教

育

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

日

、

休

暇

等

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

十

二

年

教

育

委

員 

会

規

則

第

七

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。 

 

第

五

条

の

三

第

一

項

中

「

教

育

委

員

会

が

別

に

定

め

る

障

害

を

有

す

る

」

を

「

次

に

掲

げ

る

」

に

、

「

障

害 

の

特

性

」

を

「

職

員

」

に

改

め

、

同

項

に

次

の

各

号

を

加

え

る

。 

 

一 

教

育

委

員

会

が

別

に

定

め

る

障

害

を

有

す

る

職

員 

 

二 

育

児

又

は

介

護

と

職

務

と

の

両

立

を

支

援

す

る

必

要

が

あ

る

と

教

育

委

員

会

が

認

め

る

職

員 

 

三 

前

二

号

に

掲

げ

る

職

員

の

ほ

か

、

教

育

委

員

会

が

特

に

配

慮

が

必

要

と

認

め

る

事

情

が

あ

る

職

員 

 

第

五

条

の

三

第

四

項

中

「

第

二

項

」

を

「

第

三

項

」

に

改

め

、

同

項

を

同

条

第

五

項

と

し

、

同

条

第

三

項

を 

同

条

第

四

項

と

し

、

同

条

第

二

項

を

同

条

第

三

項

と

し

、

同

条

第

一

項

の

次

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。 

２ 

条

例

第

七

条

第

三

項

の

必

要

な

休

憩

時

間

は

、

次

の

各

号

に

掲

げ

る

職

員

の

区

分

に

応

じ

、

当

該

各

号

に 

 

定

め

る

時

間

を

上

限

と

す

る

。 

 

一 

前

項

第

一

号

に

掲

げ

る

職

員 

一

時

間 

 

二 

前

項

第

二

号

及

び

第

三

号

に

掲

げ

る

職

員 

三

時

間 

 
 

 

付 

則 

 

こ

の

規

則

は

、

令

和

五

年

九

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。 



港
区
幼
稚
園
教
育
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
日
、
休
暇
等
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
新
旧
対
照
表 

改 
 

正 
 

案 

現 
 

 
 
 

行 

 
 

（
前
略
） 

（
前
略
） 

 
 

第
五
条
の
三 

条
例
第
七
条
第
三
項
の
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
を
考
慮
し
て
必
要

が
あ
る
と
認
め
る
場
合
は
、
常
時
勤
務
を
要
す
る
職
員
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る

職
員
か
ら
申
請
が
あ
り
、
当
該
職
員
へ
の
配
慮
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
場
合
と

す
る
。 

第
五
条
の
三 

条
例
第
七
条
第
三
項
の
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
を
考
慮
し
て
必
要

が
あ
る
と
認
め
る
場
合
は
、
常
時
勤
務
を
要
す
る
職
員
の
う
ち
、
教
育
委
員
会

が
別
に
定
め
る
障
害
を
有
す
る
職
員
か
ら
申
請
が
あ
り
、
当
該
障
害
の
特
性
へ

の
配
慮
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
場
合
と
す
る
。 

 

一 

教
育
委
員
会
が
別
に
定
め
る
障
害
を
有
す
る
職
員 

 

 

二 

育
児
又
は
介
護
と
職
務
と
の
両
立
を
支
援
す
る
必
要
が
あ
る
と
教
育
委
員

会
が
認
め
る
職
員 

 

 

三 

前
二
号
に
掲
げ
る
職
員
の
ほ
か
、
教
育
委
員
会
が
特
に
配
慮
が
必
要
と
認

め
る
事
情
が
あ
る
職
員 

 

２ 

条
例
第
七
条
第
三
項
の
必
要
な
休
憩
時
間
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
職
員
の

区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
時
間
を
上
限
と
す
る
。 

 

 

一 

前
項
第
一
号
に
掲
げ
る
職
員 

一
時
間 

 

 

二 

前
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
職
員 

三
時
間 

 

３ 

（
略
） 

２ 
（
略
） 

４ 

（
略
） 

３ 

（
略
） 
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５ 

教
育
委
員
会
は
、
第
三
項
の
申
請
に
係
る
事
由
に
つ
い
て
確
認
す
る
必
要
が

あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
申
請
を
し
た
職
員
に
対
し
て
証
明
書
等
の
提
出

を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

４ 

教
育
委
員
会
は
、
第
二
項
の
申
請
に
係
る
事
由
に
つ
い
て
確
認
す
る
必
要
が

あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
申
請
を
し
た
職
員
に
対
し
て
証
明
書
等
の
提
出

を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 
 

（
後
略
） 

（
後
略
） 

 
 

 
 

 

付 

則 
 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
五
年
九
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

 
 

 



追加③（複数追加型） 

教育人事企画課 

 

港区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の 

一部を改正する規則について 

 

審議内容 

 育児又は介護を行う職員が、職務・職責を果たし、成果を上げたいという勤労

意欲と自律性に応えるとともに、多様な働き方による仕事と家庭の両立支援の更

なる推進を目的として、テレワーク時における弾力的な休憩時間の運用を試行実

施します。 
 育児又は介護を行う職員のテレワーク時における弾力的な休憩時間の運用の試

行実施に伴い、「港区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行

規則」（以下「勤務時間規則」と言います。）を一部改正します。 
 なお、区長部局においても同様の規則改正を行います。 
 

１ 育児又は介護を行う職員のテレワーク時における弾力的な休憩時間の内容 

（１）対象者 

   育児又は介護を行う職員 
（２）弾力的な休憩時間 

   職員は、原則の休憩時間（１時間）に加え、園長の承認を得て任意の時間帯

に休憩時間を追加できます。 
  ア 休憩時間の追加単位は「１時間」、追加可能な回数は「午前１回、午後１回」、

追加可能な時間（合計）は「１日３時間を上限」とします。 

  イ １日テレワークを実施する日を対象とします。 
  ウ 休憩時間を追加できる事由は、小学校６年生までの子又は要介護者に係る

所要の対応とします。 
   （例）保育園・施設の送迎、予防接種、定期健診、通院、自治体・学校等の各種手続、授業

参観、保護者会、要介護者の食事の準備 
  【イメージ図】 
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原 則 

追加①（延長型） 

１８：００ ８：１５ 

休憩 
１時間 

１７：００ ８：１５ 

休憩 
１時間 

 

１９：００ ８：１５ 

休憩 
１時間 

休憩 
１時間 

２０：００ ８：１５ 

休憩 
１時間 

休憩 
１時間 

休憩 
２時間 

追加②（追加型） 
休憩 
２時間 



２ 改正の内容 

  現行の勤務時間規則第５条の３では、障害を有する職員を対象に障害の特性に

配慮が必要と認められる場合に必要な休憩時間を与えることができるとしていま

す。 

  その対象に「育児又は介護と職務との両立を支援する必要があると教育委員会

が認める職員」を追加します。 

 

３ 施行期日(試行実施) 

  令和５年９月１日 
 
４ その他 

  試行実施を経て、対象者の範囲、休憩時間を追加できる事由、追加する休憩時

間数等の運用を改めて整理し、本格実施（令和６年４月１日を予定）に移行しま

す。 


